
日本学術会議主催連続シンポジウム巨大災害から生命と国土を護る 
第四回	
 首都直下・東海・東南海・南海等の巨大災害に今どう備えるか 
日時：2012 年 5 月 10 日 
14:00～17:45 
会場：日本学術会議講堂 
 
目黒公郎氏（日本学術会議連携会員、東京大学教授）の司会により、大西隆氏（日本学

術会議会長、東京大学教授）が挨拶を行い、1）まちづくり、2）産業の復興、3）放射能問
題、4）がれき問題という 4つの内容を含む学術会議の提言がまとめられたこと、本シンポ
ジウムを主催している 30学協会から構成される東日本大震災の総合対応に関する学協会連
絡会の役割は重要で、今後の日本の都市づくり、まちづくりに重要な役割を果たしていく

と考える、という内容の挨拶が行われた。 
 
和田章氏（日本学術会議会員、土木工学・建築学委員会委員長、東京工業大学名誉教授）

から本シンポジウムの趣旨説明が行われ、全体で 8 回のフォーラムが計画されており、本
日のシンポジウムでは「首都直下・東海・東南海・南海等の巨大地震に今どう備えるのか」

について話し合われることが説明された。 
 
依田照彦（日本学術会議会員、早稲田大学教授）より共同声明についての説明があった。

12学会会長が参加し、中川防災担当大臣、奥村文部科学副大臣に、また 13学会会長が参加
し、前田国土交通大臣に「三十学会・共同声明」を手交し、その後、18 学会会長が参加し
て記者会見が行なわれた旨、報告がありこれを読み上げた。 
 
第一部 
基調講演 
14 時 10 分～16 時 15 分 
基調講演 1「東日本大震災がもたらした応用地質的課題」 
○千木良雅弘氏（日本学術会議連携会員、京都大学防災研究所教授、日本応用地質学会会

長） 
・津波堆積物、土地の成り立ち、地震に脆弱な場、崩壊危機性、亜炭炭鉱の分布、活断層

と認定されていない断層などのデータを整備する必要がある。 
・従来の液状化試験・判定法には根本的問題がある。地質学的な検討をおこなっていく必

要がある。 
・住宅造成時に埋め立てられた場所で被害が発生している。土地の成り立ちの理解の上で

定量的な評価を構築することが必要である。 
・盛土底面で地震動が大きく、その結果、上面が滑って地滑りが発生している。東京では



被害は発生していなかったが、実際は発生する可能性がある。 
・東北地方では高地移転が検討されているが、切り盛り造成ではなく等高線に平行するよ

うな道路・住宅地を建設することが望ましい。 
・自然斜面の地滑りは少ないが、降下火砕物の崩壊性地滑りにより、犠牲者が十三名発生

している。東日本大震災でそれほど多く発生しなかった原因は事前の降雨が少なかったこ

とが幸いしたと考える。事前降雨が多い場合に発生する場合を想定したハザードマップの

作成が必要である。 
・亜炭坑道の崩壊が多く発生しており、亜炭炭鉱を調べてデータベース化を行い、公開す

る必要がある。 
・活断層と認定されていない断層も厳しい条件下では活動しており、断層活動性評価に対

して新たな問題を提示した。 
・地盤情報データベースの整備と公開が重要であり、KuniJiban や Geo-Station といった
事例があるが、まだまだ途上であり、今後さらなる取り組みが必要である。 
・西日本大震災でも東日本大震災と同様の問題の発生が予想され、地盤情報データベース

のさらなる整備・公開が求められる。 
 
基調講演 2「土地直下地震・巨大災害へどう備えるか‐火災、避難、産業の持続性の観点か
ら‐」 
○田中哮義氏（京都大学名誉教授、日本火災学会副会長） 
	
 本日の発表は全てが火災学会の見解ではなく、個人的な考え方も含むものである。 
1）東日本大震災における火災の概要 
・内陸部・沿岸部問わず、多くの火災が発生した。内陸部での出火原因の大半は電気、ガ

ス、沿岸部の火災の原因は多様であるが水（津波）は大きく関係している。 
・内陸部での出火は地震動の大きさの割には出火は少ないが、建物被害に対する出火率は

高い 
・沿岸部での火災は津波浸水域で発生しており、原因としてがれきの堆積、石油漂流があ

った。 
・津波災害では消防車の道路ががれきに覆われるためアクセスが阻害される、消火栓・消

防装備の被害、津波来襲の脅威等により消火活動が困難になった。 
・着火原因としては潮水に浸かった各種電気器具の漏電が原因となっていると思われる。 
・津波避難ビルのような避難場所についての火災危険性は考慮されていなかった。 
・水産関連施設、船舶が火災により被害を受けた。 
・東海・東南海・南海地震の最悪シナリオに備えた対策の構築が重要。 
2）内陸地震に伴う火災への備え 
・強風下の地震火災では煙が人を殺す可能性があり、それを考慮した避難が重要である。 
・出火数を減らすことが重要であり、出火の主たる原因であるガス、電気機器の対策や、



初期消火が重要である。 
・高層・大規模建築物の火災についてはあまり経験がなく、想像力をもって対応方法につ

いて考える必要がある。 
・地震で出火した場合、防火設備が被害を受け機能しないという状況での対処が求められ

る可能性があり、階段に全在館者が収容できるような設計が求められる。 
3）津波と津波火災に対する備え 
・津波避難ビルに頼りすぎるのは問題である。高架の避難道路が優れていると考えられる。 
・地域の再建には地域の産業の復興が重要である。 
4）被害軽減のための浮体構造の利用 
・津波対策の新技術として様々な分野が連携して浮体構造の活用を考える必要がある。 
基調講演 3「ＥＣＩＡ東日本大震災調査研究‐下水処理施設での電気・計装設備の被害を復
旧‐」 
○田中宏明氏（東京大学教授、環境システム計測学会会長） 
・2月に東日本大震災に関する調査報告をとりまとめた。 
・下水道施設が津波で大規模に被害を受けたのは今回が初めての経験である。 
・下水処理施設の過半数が海岸部にあり、最も低い場所に位置するが、津波被害は想定し

ていなかった。電気系の被害が大きな影響を与えた。 
・津波による下水道被害として、津波の水圧・衝撃力、漂流物激突、海水の浸入による電

気系統の被害があり、さらに複合災害も考慮する必要がある。 
・東北エリア沿岸の 120の下水処理場が同時被災したということが問題である。12処理場
で復旧途中であり、水質汚染を引き起こしている。 
・石巻東部浄化センターでは、沈殿処理だけをして海洋に流すという対応を行っている。 
・仙塩浄化センターでは、電源系の被害により処理ができない、汚泥が燃やせないという

問題が発生している。 
・最も被害が大きかった南蒲生浄化センターは仙台市の 70万人分の処理を行っている。壊
滅的な被害を受けており、再建まで長い時間が必要と考えられる。現在、仮処理を行って

いる。 
・宮城県南浄化センターも大きな被害を受け、汚泥の処理ができない状況にある。 
・水道の復旧が行われた後、下水管でのトラブル、処理場が機能していないことに対する

問題が発生している。不十分な処理による水を排出した結果、養殖業に対する影響が危惧

される。 
・電気・計測の縮退運転、温暖化対策で取られていた多様な電源確保、電気・計測施設の 2
階への移転・防水化、地震発生後の安全の確保（更衣室で 2 名死亡、管理棟で取り残され
る）等から構成される 12の提言をとりまとめた。 
基調講演 4「首都直下・東海・東南海・南海等の巨大地震に今どう備えるのか」 
○重川希志依氏（富士常葉大学教授、地域安全学会会長） 



(1)限られた資源の最適配分 
・首都直下、東海・東南海・南海地震では量、費用が東日本大震災とくらべて膨大になる。 
・仙台市、石巻市といった人口の多い都市では罹災調査に混乱が発生したが、首都直下地

震ではさらに規模が大きくなる。 
・税金による救助・復旧・復興を小さくする必要がある。行政主導ではなく市民主導での

対応を行う必要がある。 
・自衛隊や国土交通省から派遣された本職の救助隊が持っている広域応援のノウハウをそ

の他の分野へも適用する必要がある。しかしながら、この度は広域災害であったため、こ

れらの隊においても新たな問題が発生し、特に燃料補給が問題となった。 
(2)全ての人・組織の防災リテラシーの向上 
・断片的な情報ではなく災害対応の全体像を把握する必要がある。ステレオタイプでは 
ない真の被災地の姿を知る必要がある。 
・地域防災計画では命を守る対策の記述が多いが、生活再建に関する記述が少ない。 
・防災に求められる人材像として、災害発生後のプロセスをイメージできる人が重要、情

報不足でも意思決定できる、知識を有機的に結合し最適な判断を行うことができる、とい

うことがあげられる。 
・訓練を通して策定したマニュアルの見直しをおこなう作業が重要である。 
・災害対応経験を共有するこころみが不十分である。 
・過去から学び、伝え、市民が自ら解決策を見いだすことが重要である。 
・海南市で今の知恵と過去の知恵(経験者の体験)を重ね合わせて、次の災害をどう乗り越え
るべきなのか、というワークショップを実施した。 
・災害体験を活かした防災教育の指針が、新潟県中越地震の被災地で作成されているが、

地震の発生メカニズムが防災教育の主眼ではなく、人間教育が主眼となっている。 
・首都直下、東海・東南海・南海地震レベルでの公助は期待できず、覚悟する、備える、

自己責任が重要となる。 
 
基調講演 5「災害医療対策を考える」 
○山本保博氏（東京臨海病院病院長、日本集団災害医学会） 
・災害の変化と複雑化の要因は、社会の複雑化と社会をとりまく情報の氾濫である。 
・阪神・淡路大震災の教訓を受けて、厚生省の研究会からの提言が作成された。特に通常

医療と災害医療の関係を構築することに重点を置いている。 
・一般に災害弱者は CWAPF（Children, Women, Aged People, Patients/Poor People, 
Foreign People）が代表的であるが、東日本大震災では特に高齢者が災害弱者となった。 
・病院や津波避難ビルが火災になる可能性があり、堅牢な枠で囲い、ガレキや車が建物内

に入らないようにする必要がある。 
・東日本大震災では、厚生労働省が主管する DMAT（災害派遣医療チーム）の活躍など成



果もあったが、対策本部での指揮命令系統の混乱や避難所の環境整備などに多くの課題が

発見された。 
・DMATには訓練を受けた要員およそ 6000名が登録し、東日本大震災ではそのうち約 1800
人が被災地内で活動。広域搬送のための拠点をつくり、200名弱の広域搬送をおこなった。 
・東日本大震災では、発展途上国の災害支援において重要であった公衆衛生上の課題も多

く発生した。特に避難所の環境改善の問題。 
・仮設住宅において、歩行困難になる生活不活発病が発生している。 
・教訓をふまえた今後の対応としては、１）病院長の command & control体制の確立、２）
高齢者などの災害弱者対策、３）津波によるやけど患者への対応、４）看護スタッフ等の

ロジスティックス、５）DMAT と JMAT（日本医師会災害医療チーム）とのシームレスな
引き継ぎ、などが重要である。 
 
●第二部 
パネルディスカッション 
16時 25分～17時 45分 
コーディネータ：米田雅子氏（慶應義塾大学特任教授、日本学術会議連携会員） 
米田：「どんなハザードをどのように市民に開示するか？」 
重川：何がどこまでわかっているか、わかっていないことは何か、判然としないまま被害

想定がおこなわれている。被害想定結果だけがメディアを通して海外に発信されると、日

本への投資などにも影響する。この国をサポートする情報も必要。 
田中（哮）：考えられるハザードとして、強風下における大規模市街地火災、大規模高層建

築の地震火災などがある。 
千木良：地震前の降雨は地盤災害に大きく影響する 
田中（宏）：水がないことによる排泄物処理などの問題。水を使い出すと雨水系があふれて

屎尿などがあふれる可能性がある。 
重川：ノースリッジ地震の際には、発災から 24時間は水を煮沸して飲むよう指示が出てい
た。住民もこれを知っていた。 
山本：災害時にはいろいろなハザードが考えられる。たとえば、大火災の場合、周りにい

る人が酸欠で倒れてしまうことがある。高齢者の低体温症、洪水でマムシなどの蛇が流れ

てきて、かまれて死ぬなど。 
米田：いろいろなハザードが存在する。備えられるところから備えるとすると、その優先

順位は？ 
千木良：地盤災害の場合、落石から深層崩壊までいろいろある。小規模なものは対策工事

が可能であるが、大規模なものは事前にできるだけ避ける必要がある。 
山本：会場からの質問への回答になるが、DMAT と日赤のタイアップは十分おこなわれて
いる。DMATの中に赤十字の人が入っている。派遣医療機関長の承認は事前にとってあり、



災害時の派遣は問題ない。 
田中（哮）：津波避難ビルの具備すべき条件はいろいろあるが、いずれも限界がある。高速

道路などの方が避難施設としてはよいと考える。また、高層ビル火災の場合、防火設備や

電源などの信頼性がなく、対策としては火を出さないことに限る。 
重川：以前和歌山県で防災のワークショップを実施した際、昭和 21年の津波の経験者が子
供たちに経験を語っていないことが明らかになった。このような教訓の伝達に対して、地

域安全学会では、委員会を立ち上げて活動している。 
田中（宏）：下水道の被害対策への質問であるが、下水道の重点耐震化、下水道管浮上への

対策、マンホールをそのままトイレとして活用、などさまざまな対策が考案されている。 
千木良：地盤データの整備および公開状況について、平地の地盤のデータベースはかなり

整備されてきており、公開されてきている。ただし、まとめ方がばらばらで、一般的でな

いため、何らかの法制化が必要。山地に関しては、土砂災害法によって指定された地域は

公開されているが、その他の地域では限界がある。いずれにしても GIS でどのようにデー
タを統合するか、法整備が必要と考えている。 
山本：情報統合と医療の問題も大きい。中央防災会議に医療の専門家が入っていない。 
田中（宏）：下水道関係機関には都市の公衆衛生情報が入ってくる。たとえばどこでインフ

ルエンザが発生しているか、屎尿情報からわかる。 
山本：今の生活はほとんど無菌に近い生活であり、これがいいかわからない。 
米田：公助はどうか？ 
重川：警察、消防、自衛隊の派遣を比較すると、ロジスティックスでは自衛隊が他を抜き

んでている。自衛隊が全体のロジスティックスを担当することも一案である。 
田中（宏）：これまで想定されていなかったハザードの発見があり、それぞれのセクターで

やられていることをつなぐ必要がある。学協会の連携可能性に期待する。 
千木良：亜炭鉱山はかなり多く、新たなハザードである。今後想定する必要がある。 
米田：最後にこれだけはいっておきたいことをお願いします。 
田中（宏）：環境インフラ系の縦割りを横につなぐこと。復旧の場合現状回復ではなく、付

加価値をつけた復旧が必要。特に分散と集中システムの検討をして、付加価値をつけるこ

とが重要。 
重川：研究成果を社会の中に実装してゆくこと。エンドユーザーの顔を見ながら実装する

ことが重要。正しく恐れて正しく備えることは難しい。今までできなかったことが今後本

当にできるのか。 
田中（哮）：大津波の場合、避難だけが検討対象か。守れるものを守る工夫も必要。たとえ

ば浮体構造物はどうか。津波は風土という考え方も必要。 
山本：医療の世界では、負傷率／死亡率の比が先進国では 15-20 が一般的である。東日本
大震災では、負傷者数と死亡者数の比が 5,000/20,000で 0.4。これは発展途上国と同じであ
る。日本のレベルはまだそんなに高くはない。 



千木良：津波以外の防災についても考えてゆかなければいけない。今回の津波にかくれて

しまったこと、たとえば予算や人員などの問題も今後の検討課題である。 
 
 
以上 


